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Synopsis: Building airtightness is usually measured by pressurization or depressurization using a mechanical fan, and the two 

parameters of leakage coefficient “C” and exponent “n” are estimated from a number of sets of internal and external pressure differences 
and airflow rates. Similar testing standards have now been established for ISO, ASTM, and JIS. However these measurement data 
analysis methods have problems that need to be both reconsidered and solved in statistical estimation and uncertainty evaluation. This 
paper introduces the weighted least-squares method, and also introduces the uncertainty propagation formula not only from the 
regression equation residual, but also from just the measurement uncertainty to the estimated parameters. Additionally, a model 
hypothesis discrepancy ratio that can check the appropriateness of measurement is proposed. The precision of the estimated parameters, 
the uncertainty of these parameters, and the discrepancy ratios were investigated by computer experimentation. This method was also 
applied to actual measurement data to verify its practicality. 

 
１．はじめに 

建物気密性は様々な現象に影響を及ぼす重要な建築

性能の一つである．ISO-9972[1]とASTM-E779-10 [2]では

送風機加圧/減圧試験により，建物外皮の漏出あるいは漏

入の風量が内外差圧の 0.5～1 乗に比例するものとして，

この指数nと比例係数Cの２つのパラメータを推定する．

従来の測定データ分析法には不十分な点や問題点が上げ

られる．(a)最小二乗の同時連立的な解式になっていない．

(b)信頼区間評価に偏っており，測定と回帰の前提成立の

評価と判断法が不備である．(c)外乱の影響を考慮して測

定値(Δpj, qj)への重み付けを変えないので推定精度が悪

化する場合がある．(d)回帰式誤差から２つのパラメータ

の不確かさへの連立した伝播式が解かれていない．従っ

て測定不確かさ，あるいは回帰モデル前提の不適合によ

る影響の評価が不十分である．本論ではパラメータの推

定式を同時連立的な最小二乗解に修正し，さらに重み付

き最小二乗法に改良する．信頼性の評価方法に関しては，

まず回帰式誤差分散から推定パラメータの不確かさ分散

への伝播式を演繹する．この際に，回帰式残差起因だけ

でなく測定不確かさ起因の，二通りの不確かさ伝播式を

演繹する．そして測定と回帰の前提成立性を評価できる

不適合率 βと呼ぶ新たな不確かさ評価指標も導く． 

２．回帰式モデルと回帰式 

基本式は ISO と ASTM と同じ(1)式とする．ちなみに

JIS[3]の指数 n の定義はそれらの逆数である．その漏洩係

数C と指数 n のパラメータを，幾つかの内外差圧Δpjと

送風機風量qjの測定値から回帰するために両辺の対数を

とり(2)式の様に線形化する．また簡潔表示のため新たな

変数 xjと yjを各 (々3)と(4)式で定義する．  
 
 
 
 

 これらのxjとyjとマトリックス記法の定義により回帰

式(5)を記述する．最小二乗法のための回帰式誤差は(6)
式で定義する． 
 

 

３．重み付き最小二乗法による解式 

計算理論の基本は既報[5]と同様である．全部で np組の

測定値の回帰式誤差の二乗の総和を評価関数 J とする．

ここにwjは各測定値に対する重みであり，計算の仕方は

後述する．また変数の左肩の t は転置(transpose)を表す． 

 

 

求めるべきパラメータ loge(C)と nを含むベクトル aに
より評価関数 J を微分して 0 と置いた(8)式を満たす a が

最適な推定値となる． 

 

 

この最適推定パラメータベクトルaは次式で計算される． 

 

 

大きな次数ではなく２次の逆行列であるから，マトリ

ックスの要素を用いたエクスプリッシットな解式が記述

できる．この式から漏洩係数 C の対数を計算する(10)式
が得られる． 

 

 

 

 

 

これは漏洩係数C について解いておくことができる． 

 

 

漏洩指数 n は次式で計算される． 
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 本推定法は最小二乗法であるから通常の決定係数

COD(Coefficient of Determinantion)も計算できる．  
４．回帰式誤差から推定パラメータへの不確かさ伝播式 
 推定したパラメータの不確かさ分散を導く．まずベク

トル a の期待値と a の推定値の差は次式で記述される． 
 
 
 
 
 
 

 これにより次式の様にマトリックスを作り期待値をと

ったものが，推定パラメータの不確かさ分散共分散マト

リックスとなる．ここで次式の様に loge(C)と n の推定不

確かさ分散と共分散の記号を定義する．この対角要素が

パラメータの不確かさ分散である．loge(C)に関する分散

は(1,1)要素を取り出して(15)式で記述される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これにより係数 C の不確かさ分散は次式で計算される． 

 

 

指数 n の不確かさ分散は(14)式の(2,2)要素を取り出し

て次式で記述される． 

 

 

 

 

 

 

５．回帰式誤差の二通りの取り方 

ここで回帰式誤差E(ej･
tej)の取り方は2通りある．１つ

は回帰式の残差の重み付き平均をとる方法である．この

場合の計算式は次式となる．ここに期待値の関数E( )の
左下添字 vは回帰式残差を表す．これによる各パラメー

タの不確かさ分散はそれぞれ vσC
2 と vσn

2と表す． 

 

 

 

もう一つは測定不確かさのみによる回帰式誤差を取

る方法である．ある j 番の測定値に関し，回帰式誤差分

散 mσj
2への測定不確かさ分散からの伝播式は次式で記述

される．測定不確かさ分散は，風量測定と差圧測定のそ

れぞれについて mσq
2 と mσΔp

2と表す．各分散の左下添え

字 mは測定(measurement)を意味する． 

 

 

 

そして測定不確かさによる回帰式誤差分散の期待値

は全測定値からの次式による重み付き平均で計算する．

ここに期待値の関数E( )の左下添字mも測定を意味する． 

 

 

 

６．重み係数の二通りの取り方 

重みwjは Tukey の biweight 法[4]により計算する．これ

も回帰式残差起因の vwj と測定不確かさ起因の mwj の 2

通りある．繰り返し収束計算過程において，前回に推定

されたパラメータと計算された残差 vjと mσj
2および回帰

式誤差の期待値 vE(ej･
tej)と mE(ej･

tej)を用いて，次の二式

により次回の重みwj’の計算をする． 

 

 

 

 

ただし右辺の[  ]の中が負になった場合には重みは 0

とする．これらの重みにより大きな外乱や測定誤差によ

る悪影響を避けることができる．ここに定数 cr は 5～9
に選ぶとされている[4]．ただしCとnの推定値としては，

回帰式残差による重み付け法による結果を採用する．  

７．回帰モデルの前提の不適合率 βと信頼区間 

次式の様に，回帰式残差を起源とするパラメータ推定

不確かさ標準偏差 vσCと vσnの，測定誤差を起源とする標

準偏差 mσCと mσn対する比を各々にとり，回帰式モデル

前提の不適合率 βとして既報[6]と同様に定義する．もし

この比率が１よりもかなり大きければ，必要な諸前提の

幾つかが十分に成り立っていなかったと考えられる． 

 

 

なお回帰は対数空間で行われたので，最小二乗推定の

確率の正規分布の仮定は対数空間で成り立つことに注意

して，信頼区間も計算することができる． 
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８．事例検証

8.1 正規分布
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表-1 三

従来法 Wj

定値 40.24 4
βc - 0.
頼区間
限値） 62.97 4

頼区間
限値） 25.72 3

真値

定値 0.646 0
βn - 0.
頼区間
限値） 0.783 0

頼区間
限値） 0.509 0

真値

0.9849 0.
0

建物気密

3

これら測定の前

析結果を表 2 に

もかなり大き

が，COD は全

βは敏感に不

る方法では，突

されており，

かさが大きい測

 実際の5種

様々な構法，気

際の 5 種類の建

2 階建ログキ

ime: 2003.09.0
外気風速Vw=1

2 階建鉄骨造

～11:00. δθ=0℃
2 階建断熱プ

999.11.11, 10:0
2 階建軽鉄骨

999.11.05, 12:0
2 階建木質パ

0:30～11:30. δ
これらの測定デ

の分析結果を載

くて推定精度が

的に大きく，建

らの不適合率

ほぼ 1 に近く不

結論 

不確かさの評価

信頼区間の幅

の成立性の評価

感で有用あるが

断に不十分と思

によりC と n
外風の様な突発

三種の気密性建

j=1 LS Wj 変化 LS

0.24 40.86 1
9624 0.9584

8.15 48.19 1

3.64 34.65

.646 0.641
6454 0.6016

.701 0.691

.591 0.590

9849 0.9862 0
.667

密性能75(cm2)

7.98

前提が成立し

に示す．両方

くなるのはC
全ての場合に 0
不適合性を検出

突発的風圧の

さらに内外差

測定値の重み

種類の建物での

気密性，内外

建物での測定

ャビン:床面積

09.13:45～15:0
.0(m/s)以下．

造:Af=114.27(m
℃, Vw=(0.5m/s)
プレファブ･パ

00～11:00. δθ=
骨造:気密 5.0(c
00～13:00. δθ=
パネル造:Af=1
θ=－0.7℃, Vw

データは図 4
載せた．やは

が良くない．建

建物(5)では外

βは 1 よりも

不適合の判断

価に関しては

幅が狭く推定

価について，

が，決定係数

思われる．ま

のパラメータ

発的外乱の悪

建物の模擬測定

従来法 Wj=1 LS

105.17 105.17
- 1.0003

143.11 119.69

77.29 92.41

0.657 0.657
- 1.0054

0.754 0.698

0.560 0.617

0.9919 0.9919
0.667

101.55

建物気密性能 200

しない 2 種類の

方の場合で不適

Cよりもnに関

0.99 程度で鈍
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に示す．表 3
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数 COD だけで
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タの推定精度が

悪影響も低減で

定値の分析結果 

Wj 変化 LS 従来法

104.35 200.36
0.9964 -

117.32 239.92

92.82 167.32

0.660 0.670
0.9270 -

0.697 0.725

0.623 0.615

0.9927 0.9972
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の摸擬測定例の

適合率 βが1よ
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っている． 
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の幅が従来法は

内外温度差が比

きい．そしてこ
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合率 βの指標は

では鈍感であり

み付き最小二乗

が向上し，さら

できる． 

Wj=1 LS Wj 変化 

200.36 199.7
0.9960 0.994

217.02 214.7

184.98 185.7
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0.8856 0.826

0.694 0.693

0.645 0.649

0.9972 0.997
0.667

203.09
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信頼区間
（上限値） 130
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係数C

指数ｎ

表-2 測定前

LS Wj 変化 LS 従来

46 25.72 137

322 0.9238

20 26.70 161

84 24.77 116

84 0.781 0.6

677 0.1551

03 0.792 0.7

66 0.771 0.6

988 0.9996 0.9

e(3)

測定値分析結果

風の影響の模擬

際の5種類の建

来法 Wj=1 LS Wj 

6.35 96.35 9
- 1.014 1

0.03 110.93 1

.39 83.68 8

868 0.868
- 1.3392 1

957 0.910 0

779 0.826 0

9951 0.9951 0

隙間係数Cの変化

-

-

前提が不成立の

来法 Wj=1 LS Wj 変

7.03 137.03 13

- 0.981 0.

1.82 147.17 14

6.03 127.59 12

658 0.658 0

- 0.5916 0

712 0.681 0

603 0.634 0

9973 0.9973 0.

case(4)

果 

擬測定データ 

建物測定データ

変化 LS 従来法

95.71 241.66
.0111 -

08.86 558.18

84.15 104.62

0.87 0.606
.2849 -

0.908 0.858

0.831 0.353

.9957 0.9951

突

2例の測定値分

変化 LS 従来法 W

36.75 60.07 6

9792 - 1

45.64 80.97 7

28.40 44.56 5

.658 0.681 0

.538 - 1

.679 0.768 0

.637 0.594 0

9976 0.9909 0

 

Wj=1 LS Wj 変化 LS

221.54 199.36
1.0846 0.9959

296.81 213.96

165.36 185.76

0.634 0.672
3.4892 0.8776

0.723 0.693

0.546 0.650

0.9951 0.9957

203.09

突発的な誤差

0.667

分析結果 

Wj=1 LS Wj 変化 LS

60.07 61.69

.0043 0.9975

70.05 70.35

51.51 54.10

0.681 0.674

.0778 0.9504

0.726 0.712

0.636 0.636

0.9909 0.9927

case(5)
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